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○松本市消費者保護条例 

平成３年９月３０日 

条例第４１号 

改正 平成８年６月２７日条例第２４号 

平成２７年３月１３日条例第２号 

松本市消費者保護条例（昭和４９年条例第９２号）の全部を改正する。 

目次 

第１章 総則（第１条―第５条） 

第２章 消費者の権利保護 

第１節 危害の防止（第６条―第１０条） 

第２節 取引、表示及び計量等の適正化（第１１条―第１５条） 

第３節 苦情の処理及び被害の防止（第１６条・第１７条） 

第３章 物価の安定（第１８条―第２１条） 

第４章 資源、エネルギーの保護（第２２条―第２４条） 

第５章 消費者保護の総合的推進 

第１節 行政体制と消費者組織の強化（第２５条―第２９条） 

第２節 市民意見の反映（第３０条・第３１条） 

第６章 雑則（第３２条・第３３条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、日常生活における消費者の利益の擁護及び増進を図り、消費者の権利

を確立するため、市長及び事業者の果たすべき責務並びに消費者の果たすべき役割を明ら

かにするとともに、その施策の基本となる事項を定め、その施策の総合的推進を図り、も

って市民の消費生活の安定と向上に資することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 消費者の利益の擁護及び増進は、消費者がもつべき次の各号に掲げる権利を基本と

して推進されなければならない。 

（１） 安全である権利 消費者が生命、身体又は財産に対し危害を及ぼす、若しくは及

ぼすおそれのある商品及び役務から保護される権利 

（２） 知らされる権利 消費者が詐欺的な又は不当な取引方法から保護され、かつ、賢
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明な選択ができるよう必要な事実を知らされる権利 

（３） 選ぶ権利 消費者が常に商品及び役務（以下「商品等」という。）等を適正な価

格で自由に選択できるよう保証される権利 

（４） 意見が反映される権利 消費者の意見があらゆる面で十分反映されるとともに、

苦情の処理及び被害の救済が正当かつ迅速に行われることが保証される権利 

（５） 自主的な行動の権利 消費者が常に自主的な組織で消費者活動を積極的に行える

よう保証される権利 

（市長の責務） 

第３条 市長は、あらゆる施策を通じて消費者の利益の擁護及び増進に努めなければならな

い。 

２ 市長は、前項の施策を実施するに当たって必要があると認めるときは、国、他の地方公

共団体及び関係業界等に対し、適切な措置をとるよう要請するものとする。 

（事業者の責務） 

第４条 事業者は、消費者に提供する商品等について、危害の防止並びに価格、計量等の適

正化及び安定供給に努めるとともに、市長が実施する施策に積極的に協力しなければなら

ない。 

２ 事業者は、消費者に商品等を提供する場合において、常に品質その他の内容の向上に努

めなければならない。 

（消費者の役割） 

第５条 消費者は、自らの権利を生かし、進んで消費生活に関する知識を習得し、自主的か

つ合理的に行動するとともに、相互に連携して消費生活の向上に積極的な役割を果たすも

のとする。 

第２章 消費者の権利保護 

第１節 危害の防止 

（欠陥商品等の提供の禁止） 

第６条 事業者は、消費者の生命、身体又は財産に対し危害を及ぼす、若しくは及ぼすおそ

れのある商品等又は消費者に著しく不利益を及ぼす商品等（以下「欠陥商品等」という。）

を提供してはならない。 

２ 事業者は、その商品等が欠陥商品等であることが明らかになったときは、直ちにその事

実を発表するとともに、安全確保のため必要な措置を講じなければならない。 

（指導、勧告及び公表） 
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第７条 市長は、前条第１項の規定に違反した事業者に対して、安全を確保するため必要な

措置を講ずるよう指導し、その指導に従わないときは勧告することができる。 

２ 市長は、事業者が前項の規定に基づく勧告に従わないときは、あらかじめ、当該事業者

に対し、意見を述べる機会を与え、その内容について必要な事項を公表することができる。 

（情報の収集及び提供） 

第８条 事業者は、市長が消費者の安全を確保するため、必要な情報を収集しようとすると

きは協力しなければならない。 

（安全性の確認等） 

第９条 市長は、社会的に安全性が確認されていない商品等について必要があると認めると

きは、情報を収集し、その情報を消費者に提供するとともに、国、県及び関係業界等に対

し、その商品等の製造、輸入、使用等について適切な措置をとるよう要請することができ

る。 

（安全商品等の確保） 

第１０条 事業者は、消費者の生命、身体又は生活環境を守るため、社会的に安全性が確認

されている商品等（以下「安全商品等」という。）の提供に努めなければならない。 

２ 市長は、市民生活の安定と生活環境を守るため、必要があると認める安全商品等につい

て、その安全商品等の提供を事業者に要請するものとし、事業者は、市長が求める安全商

品等の提供に協力しなければならない。 

第２節 取引、表示及び計量等の適正化 

（不当な取引行為の禁止） 

第１１条 事業者は、消費者に商品等を提供する場合において、消費者に誤解を生じさせる

おそれのある説明、表示、広告若しくは宣伝をし、又は消費者の知識、経験等の不足に乗

じて消費を過度に刺激する不当な取引行為を行ってはならない。 

２ 事業者は、消費者に商品等を提供する場合において、消費者の自由に選ぶ権利を不当に

妨げる取引行為を行ってはならない。 

３ 事業者は、消費者との取引において、正当な契約及び契約の解除権等の行使を不当に妨

げる取引行為を行ってはならない。 

（商品等の表示） 

第１２条 事業者は、法令に定めがあるもののほか、消費者が商品等の購入又は利用をする

に際し、選択を誤ることのないよう必要な事項をわかりやすく説明し、又は表示しなけれ

ばならない。 
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（価格表示及び単位価格表示） 

第１３条 事業者は、消費者が商品等の購入又は利用に際し、選択を誤ることのないようそ

の商品等の提供単位、単位価格及び販売価格を見やすい箇所に表示するように努めなけれ

ばならない。 

（計量の適正化） 

第１４条 事業者は、消費者に商品等を提供する場合において、適正な計量を行わなければ

ならない。 

２ 市長は、事業者が前項の規定に違反し、不適正な計量を行っている疑いがあると認める

ときは、立入り調査することができる。 

３ 市長は、消費者と事業者との間の取引に際し、適正な計量が確保されるよう必要な施策

を講じなければならない。 

（指導、勧告及び公表） 

第１５条 市長は、第１１条から前条までの規定に違反し、商品等を提供している事業者に

対して、その違反を是正するため必要な措置を講ずるよう指導し、その指導に従わないと

きは勧告することができる。 

２ 市長は、事業者が前項の勧告に従わないときは、あらかじめ、当該事業者に対し、意見

を述べる機会を与え、その内容等について必要な事項を公表することができる。 

第３節 苦情の処理及び被害の防止 

（苦情の処理） 

第１６条 事業者は、消費者と事業者の間の取引に関して生じた苦情について、適切かつ迅

速に処理するよう努めなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による苦情が解決しないときは、そのあっせん調停等に努めるとと

もに、必要に応じてその結果を公表することができる。 

（被害の防止） 

第１７条 市長は、消費者の苦情の発生原因が商品等の内容又は取引方法にあると認めた場

合において、特に必要があると認めるときは、国、県及び関係業界等に対して、その発生

原因の改善について適切な措置をとるよう要請するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による消費者の苦情の発生原因が速やかに処理されず、その被害が

広範かつ不特定多数の消費者に及ぶおそれがあると認めたときは、速やかにその内容を周

知し、消費者被害を未然に防止するよう努めるものとする。 

第３章 物価の安定 
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（流通の円滑化等） 

第１８条 事業者は、消費者の日常生活に欠かすことのできない物資（以下「生活必需物資」

という。）について、流通の円滑化及び価格の適正化に努めなければならない。 

２ 市長は、生活必需物資の円滑な流通を確保し、価格の安定を図るため、必要とする施策

の推進に努めなければならない。 

（生活必需物資の確保） 

第１９条 市長は、生活必需物資が不足し、若しくはその価格が著しく高騰し、又はこれら

のおそれがある場合は、当該生活必需物資の供給及び価格の安定について、国、県及び関

係業界等に対し、必要な措置を講ずるよう要請することができる。 

２ 事業者は、市長から前項の要請を受けた場合、当該生活必需物資の供給確保と価格の適

正化に努めなければならない。 

（物価等の監視） 

第２０条 市長は、生活必需物資の価格及び需給の動向等に関する実態を把握するため、価

格調査及び情報の収集（以下「物価調査等」という。）を行うことができる。 

２ 事業者は、前項の規定により市長が物価調査等を行おうとするときは、市長の求める必

要な資料の提供に協力しなければならない。 

（不当な事業行為の禁止） 

第２１条 事業者は、前条の規定により市長が行おうとする物価調査等において、不当に事

実と異なる資料の提供を行ってはならない。 

第４章 資源、エネルギーの保護 

（省資源及び省エネルギー化） 

第２２条 事業者は、資源及びエネルギーを保護し、有効に活用するため、包装の簡素化、

過剰な広告宣伝等の自粛及び電力、冷暖房の節約等（以下「省資源及び省エネルギー化」

という。）に努めなければならない。 

２ 消費者は、事業者が行おうとする省資源及び省エネルギー化について積極的に協力する

とともに、日常生活において自ら資源、エネルギーの保護に努めるものとする。 

（資源の有効利用） 

第２３条 市長及び事業者は、消費者が資源保護の立場から社会的に再利用及び再資源化が

可能な資源物の回収及び再生等（以下「資源リサイクル等」という。）を行おうとすると

きは、必要に応じて協力しなければならない。 

（省資源、省エネルギー対策） 
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第２４条 市長は、資源及びエネルギーの保護の立場から、国、県及び関係機関等と協力し

て省資源、省エネルギー運動を推進するとともに、必要な対策を講じるものとする。 

２ 事業者及び消費者は、市長が行おうとする省資源、省エネルギー対策の円滑な推進につ

いて協力しなければならない。 

第５章 消費者保護の総合的推進 

第１節 行政体制と消費者組織の強化 

（行政体制の強化） 

第２５条 市長は、消費者保護行政の推進及びその実効を確保するため、必要に応じて附属

機関及び諸制度の設置など行政体制の強化を図るものとする。 

（消費者被害防止の強化） 

第２６条 市長は、訪問販売等による消費者の被害を未然に防止するため、情報の収集及び

提供等について、必要な施策を講ずるものとする。 

２ 市長は、前項の消費者被害防止を円滑かつ効果的に推進するため、消費者及び消費者団

体又は関係機関等で構成する訪問販売等被害防止緊急連絡網を設置することができる。 

（啓発活動及び教育の推進） 

第２７条 市長は、消費者が自主性をもって健全な日常生活を営むことができるよう消費生

活に関する知識の普及に努めるとともに、消費者教育を推進するための必要な施策を講じ

なければならない。 

（消費者組織の育成） 

第２８条 消費者は、健全で合理的な生活環境を営むため、消費者相互の連携を密にし、組

織化に努めるものとする。 

２ 市長は、消費者の健全かつ自主的な組織化及び活動が促進されるよう必要な施策を構ず

るものとする。 

（助成措置） 

第２９条 市長は、消費者保護に関する施策を達成するため必要があると認めるときは、助

成措置を講ずることができるものとする。 

第２節 市民意見の反映 

（市民参加） 

第３０条 市長は、消費者保護行政の推進に当たっては、広く消費者としての市民の意見が

反映されるよう努めなければならない。 

（消費者問題協議会） 
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第３１条 消費者保護行政の総合的な推進を図るため、市長の附属機関として松本市消費者

問題協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

２ 協議会は、消費者の保護及び物価の安定等、消費者保護行政に関する施策について調査

審議するとともに、その施策の推進について意見を述べるものとする。 

３ 協議会は、委員１３人以内をもって組織し、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱

する。 

（１） 消費者 

（２） 事業者 

（３） 知識経験を有する者 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員に欠員が生じた場合における補欠委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

５ 協議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選とする。 

６ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

７ 副会長は、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときにその職務を代理する。 

第６章 雑則 

（他の地方公共団体との協力） 

第３２条 市長は、事業者が第６条、第１１条から第１４条まで、若しくは第２１条の規定

に違反する事業行為又は市長の定めた基準又は事項に従わない事業行為（以下「不適正な

事業行為」という。）を行っていると認められる場合で、当該事業者の事務所等の所在地

が市の区域外にあるときは、当該区域を所管する地方公共団体の長に対し、必要に応じて

その状況を通知し、是正の協力を要請するものとする。 

２ 市長は、他の地方公共団体の長から、市内に事務所等を有する事業者について、不適正

な事業行為等の是正の協力又は情報の提供を求められたときは、その要請に応ずるものと

する。 

（委任） 

第３３条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成４年１月１日から施行する。 

附 則（平成８年６月２７日条例第２４号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成８年１０月１日から施行する。 



8/8 

附 則（平成２７年３月１３日条例第２号） 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日（以下「施行日」という。）から施行し、この条例による改正後

の松本市国土利用計画審議会条例、松本市消費者保護条例、松本市住居表示審議会条例、

松本市環境基本条例、松本市青少年問題協議会条例、松本市農業振興地域整備促進等協議

会設置条例、松本市公設地方卸売市場条例、松本市商工業振興条例、松本市観光開発審議

会設置条例、松本市交通安全基本条例及び松本市モーテル類似施設建築等規制条例（以下

「新条例」という。）の規定は、施行日以後に新条例の規定に基づき行う委員の委嘱又は

任命から適用する。 

（松本市議会議員である委員の任期の特例） 

２ この条例による改正前の松本市国土利用計画審議会条例、松本市消費者保護条例、松本

市住居表示審議会条例、松本市環境基本条例、松本市青少年問題協議会条例、松本市農業

振興地域整備促進等協議会設置条例、松本市公設地方卸売市場条例、松本市商工業振興条

例、松本市観光開発審議会設置条例、松本市交通安全基本条例及び松本市モーテル類似施

設建築等規制条例の規定により委員に委嘱され、又は任命されている者で、その委員とし

ての任期が平成２７年５月１日以後の日まである者のうち、松本市議会議員である者の当

該委員の任期は、前項及び新条例の規定にかかわらず、平成２７年４月３０日までとする。 
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○松本市消費者問題協議会規則 

平成４年６月３０日 

規則第２３号 

改正 平成１１年３月１２日規則第９号 

平成２７年３月３１日規則第１７号 

令和３年３月３１日規則第９４号 

（目的） 

第１条 この規則は、松本市消費者保護条例（平成３年条例第４１号）第３１条の規定によ

る松本市消費者問題協議会（以下「協議会」という。）の運営について、必要な事項を定

めることを目的とする。 

（会議の招集） 

第２条 協議会は、必要に応じ会長が招集する。 

（会議） 

第３条 協議会の議長は、会長が務める。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところに

よる。 

（関係者の出席） 

第４条 会長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見又は説明を聴くこ

とができる。 

（庶務） 

第５条 協議会の庶務は、住民自治局において処理する。 

（委任） 

第６条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は、市長が別に定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（廃止） 

２ 松本市消費者問題協議会規程（昭和４７年訓令乙第６５号）は、廃止する。 

附 則（平成１１年３月１２日規則第９号） 
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この規則は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月３１日規則第１７号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月３１日規則第９４号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 



 別  冊 １ 

令和４年度第２回松本市消費者問題協議会 

 

 

 

 

 １ 令和４年度松本市消費生活相談の状況について     ・・・ Ｐ１～３ 

 

２ 令和４年度松本市消費者保護事業の取組み経過について ・・・ Ｐ４～７ 

 

《資料》 

 ⑴ 広報まつもと                   ・・・ Ｐ８～９ 

 ⑵ ＭＧプレス                  ・・・ Ｐ１０～１９ 

 ⑶ 労政まつもと                    ・・・ Ｐ２０ 

 ⑷ 市民タイムス                    ・・・ Ｐ２１ 

 ⑸ 消費者被害防止のバス広告           ・・・ Ｐ２２～２４ 

  ⑹ 消費者被害防止の電車広告           ・・・ Ｐ２５～２７ 

  

 

 

３ 長野県消費生活事業について【長野県中信消費生活センター】・・・  別 紙 

 

４ 出前教室（消費者教育）報告について【松本市消費生活相談員】・・・別冊２ 

  

 

 

  



 

 

令和４年度松本市消費生活相談の状況について 

 

 

１  消費生活相談 （松本市消費生活センター） 

日々進歩する、情報通信社会の複雑化や多様化を背景に、消費者が契約トラブルや悪質商法に巻 

き込まれるなどの消費生活相談に対して、消費生活相談員２名により対応しています。 

具体的には、消費者への助言や個人の消費者と事業者間のトラブル解決のためのあっせん、そし 

て市民への消費生活情報の提供などを行っています。 

 

⑴ 【消費生活相談受付状況】 令和４年度（４月～翌年１月）  

 

 

消費生活センターに寄せられた消費生活相談件数は今年１月までに９１６件であり、前年度同月ま

での相談件数（877件）と比較して、３９件増（４．４％増）となりました。 

相談種別

0 1 2 3 4 5 6 8 9

ワンクリッ

ク請求

４月 15 9 29 1 6 0 3 0 19 82 21 1 2 0 9 0 91

５月 19 11 27 0 4 0 1 0 18 80 24 2 2 0 10 0 90

６月 16 10 28 1 3 0 0 0 14 72 20 0 1 0 20 0 92

７月 12 10 41 0 8 0 4 2 15 92 32 2 2 0 13 0 105

８月 25 4 36 0 4 0 0 0 16 85 30 2 2 0 2 0 87

９月 20 11 28 1 9 0 3 0 15 87 25 2 1 1 6 0 93

１０月 23 7 36 0 4 0 2 0 13 85 33 1 0 0 7 0 92

１１月 13 10 46 1 5 0 1 0 5 81 40 1 3 0 16 0 97

１２月 15 7 34 0 5 0 1 0 13 75 33 1 5 0 6 0 81

１月 17 5 41 0 4 0 1 0 13 81 38 1 1 0 7 0 88

２月 0

３月 0

計 175 84 346 4 52 0 16 2 141 820 296 13 19 1 96 0 916

その他
無店舗

不明・

無関係

うち

インター

ネット

通販

架空
請求

還付金
詐欺

訪問
購入

苦　　　　情    【販売購入形態】 内容キーワード

問合せ
(b)

要望
(c)

合計
(a)+
(b)+
(ｃ)分　類

計
(a)店舗

購入
訪　問
販　売

通信
販売

マルチ・

マルチ

まがい

電話勧

誘販売

ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ
･ｵﾌﾟｼｮﾝ
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⑵【販売購入形態の年齢別相談件数】令和４年度の前年度比較（４月～翌年１月）  

 

 

ア  消費生活センターに寄せられた相談件数（問い合わせ等除く）は、今月１月までに８２０件であり、 

 前年度同月までの相談件数（７４４件）と比較して７６件増（１０．２％増）となりました。 

イ  架空請求相談については今年１月までで計１９件でした。前年同月までの相談件数（１４件）と

比べると５件増（３５．７％増）となっています。 

ウ  前年同月までと比較して相談件数増となった要因は、以前までの新型コロナウイルス感染に 

よる経済活動の自粛時から、今は「ウイズコロナ」として、新型コロナウイルスが身近にあること 

を前提に経済が動いている状況です。そのことから、悪質商法被害もコロナ前の状態に戻りつ 

つあると推測され、結果、相談件数が多いと思われます。 

エ  訪問販売や通信販売の相談件数が前年度同月までの相談件数よりも、１０%以上増加してい 

ます。特に、高齢者の相談件数増が目立ちます。 

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 無回答（未入力） 合 計

R4 2 14 21 31 32 27 46 2 175

R3 0 21 16 33 23 32 41 1 167

2 △ 7 5 △ 2 9 △ 5 5 1 8

- 66.7% 131.3% 93.9% 139.1% 84.4% 112.2% 200.0% 104.8%

R4 1 3 3 12 19 14 28 4 84

R3 1 6 1 16 12 16 19 1 72

0 △ 3 2 △ 4 7 △ 2 9 3 12

100.0% 50.0% 300.0% 75.0% 158.3% 87.5% 147.4% 400.0% 116.7%

R4 5 37 36 65 62 74 65 2 346

R3 5 36 34 62 44 58 39 2 280

0 1 2 3 18 16 26 0 66

100.0% 102.8% 105.9% 104.8% 140.9% 127.6% 166.7% 100.0% 123.6%

R4 0 2 1 0 1 0 0 0 4

R3 0 2 0 1 1 1 0 0 5

0 0 1 △ 1 0 △ 1 0 0 △ 1

- 100.0% - 0.0% 100.0% 0.0% - - 80.0%

R4 0 4 4 5 10 11 16 2 52

R3 0 0 2 6 15 9 17 0 49

0 4 2 △ 1 △ 5 2 △ 1 2 3

- - 200.0% 83.3% 66.7% 122.2% 94.1% - 106.1%

R4 0 0 0 0 0 0 0 0 0

R3 0 0 0 0 0 1 0 0 1

0 0 0 0 0 △ 1 0 0 △ 1

- - - - - 0.0% - - 0.0%

R4 0 0 1 0 5 2 8 0 16

R3 0 0 0 2 1 2 3 1 9

0 0 1 △ 2 4 0 5 △ 1 7

- - - 0.0% 500.0% 100.0% 266.7% 0.0% 177.8%

R4 0 0 0 1 0 1 0 0 2

R3 0 0 0 0 0 2 4 0 6

0 0 0 1 0 △ 1 △ 4 0 △ 4

- - - - - 50.0% 0.0% - 33.3%

R4 0 8 9 22 27 22 34 19 141

R3 2 7 8 19 17 37 60 5 155

△ 2 1 1 3 10 △ 15 △ 26 14 △ 14

0.0% 114.3% 112.5% 115.8% 158.8% 59.5% 56.7% 380.0% 91.0%

R4 8 68 75 136 156 151 197 29 820

R3 8 72 61 139 113 158 183 10 744

0 △ 4 14 △ 3 43 △ 7 14 19 76

100.0% 94.4% 123.0% 97.8% 138.1% 95.6% 107.7% 290.0% 110.2%

R4 0 2 0 3 2 7 5 0 19

R3 0 1 0 0 2 6 5 0 14

0 1 0 3 0 1 0 0 5

- 200.0% - - 100.0% 116.7% 100.0% - 135.7%

                   年代
　
販売購入形態

店舗購入

前年度比較

訪問販売

前年度比較

通信販売

前年度比較

マルチ・マルチまがい
(連鎖販売取引)

前年度比較

電話勧誘販売

前年度比較

ネガティブ・オプション
(送りつけ商法)

前年度比較

訪問購入

前年度比較

その他無店舗

前年度比較

不明・無関係

前年度比較

合　計

前年度比較

架空請求

前年度比較
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   オ  訪問販売の相談件数の増加については、ウイズコロナによって、事業者が営業活動の自粛か 

ら通常営業形態に戻り始めたためと思われます。 

   カ  同様に、通信販売の相談件数の増加についても、コロナ渦を機にインターネット環境が整って、

全世代がネット通販に接する機会が増えたためと推測します。 

   キ  成年年齢引き下げによる相談件数の直接の増加は見受けられませんでした。ただ、今後も相

談件数については注視する必要があります。 

ク  比較的高齢者の相談割合が高く占めていることから、被害防止の啓発方法や情報提供を

引き続き高齢者中心に考えていく必要があります。 

 

⑶ 【消費生活相談への対応と被害救済の状況】令和４年度の前年度比較（４月～翌年１月）  

※ あっせんとは、法的な指導権限や強制力を伴うものではなく、消費者と事業者との間に入って調 

整・交渉し、解決を目指すこと。 

 

ア 相談員の助言やあっせんでの未然防止額やクーリング・オフ制度による回復額（返金額） 

 が今年１月まで合計約１７,７１４,１４５円（前年同月までの総額２１,５０７,８２１円） 

 でした。 

イ 前年同月までと比べて３,７９３,６７６円減（１７．６％減）でした。 

ウ 助言やあっせんの件数については、助言が７６８件（前年同月までの件数７０９件、 

８.３％増）、あっせんが７０件（前年同月までの件数５８件、２０.６％増）となっていま 

す。 

  助 言 斡 旋 合 計 

対応件数 

R4 768 70 838 

R3 709 58 767 

前年度

比較 

59 12 71 

108.3% 120.6% 109.2% 

未然防止・

回復額 

R4 15,350,427 2,363,718 17,714,145 

R3 15,460,611 6,047,210 21,507,821 

前年度

比較 

△ 110,184 △ 3,683,492 △ 3,793,676 

99.3% 39.1% 82.4% 
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令和４年度松本市消費者保護事業計画と取り組み経過について 

 

事業計画内容 現在までの取り組み経過 

【広報紙や新聞情報誌への記事掲載】 

１ 「広報まつもと」特集ページ 

 

 

 

 

 

広報まつもと特集ページ×年２回（５月号、２月号） 

・5月号・・・狙われている！若者のお金と夢 

・2月号・・・注意!! 点検商法の相談が増加中 

あなたのおウチがターゲット！ 

 

２ 新聞・情報誌 1 新聞 

⑴  掲載紙 信濃毎日新聞社「ＭＧプレス」 

⑵  掲載日 毎月第３水曜日 

⑶  内  容 消費生活相談事例等の紹介と注意喚起 

2 情報誌 

  勤労情報冊子「労政まつもと」 

  6月号・・・「賢い消費者になりましょう」 

             ・傘の使い方 

             ・長期契約をするにあたって 

・成年年齢引き下げについて 

３ 市民タイムス 

  ７月１３日付掲載 

 「市、若者狙う悪徳商法懸念 トラブル防止へ啓発強化」 

 ・成年年齢引き下げによる若者の消費者トラブル等の増

加を防ぐための啓発記事 

          

【ラジオ出演】 エフエム松本(79.1MHz) 

１ 放送日時  ４/１４  午前７時30分～7時45分 

  内   容  成年年齢引き下げについてと若者に多 

い消費者トラブル 

2 放送日時  ９/２９ 午前７時30分～7時45分 

内   容  賢い消費者になるために 

 

【松本市公式ホームページ】  消費者庁や国民生活センターの「注意喚起情報」を掲載 

 （計４９回発信） 
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【ＳＮＳ等による発信】 

１  ＬＩＮＥ・安心メール 

 

 

 

ＬＩＮＥ ・安心メール 

消費者保護等の啓発活動について広く周知 

LINE   ・・・計５回発信 

安心メール・・・計３回発信 

 

２ 国民生活センター配信 「見守り新鮮情報」と「子どもサポート情報」を地域づく

りセンター、福祉ひろば、こども育成課(児童施設)へ発

信（計３７回発信） 

 

３ ユーチューブによる配信 

 

 

松本のシンカ【松本市公式チャンネル】 

・タイトル 「気を付けて！消費者トラブルが多発してい

ます」 

  ・発信日   １０月２８日 

  ・内容    ・悪質商法の事例紹介 

・消費生活センターについて  

・成年年齢引き下げについて など 

           

【消費者保護啓発冊子、チラシ等の配布】 

１ 「賢い消費者になるために」小冊子 

 

 「賢い消費者になるために」(悪質商法被害防止啓発オ

リジナル冊子)配布 

 出前講座  

・６/６  下立田老人クラブ（１２部配布） 

・６/２２ 社会福祉士連絡会（１８部配布） 

・７/１４ 松原第一町会いきいきクラブ 

     （２０部配布） 

・７/２５ ＪＡ松本ハイランド組合女性部 

（１８部配布） 

・１０/１４ 奈川地区福祉ひろば事業推進協 

議会(１８部配布) 

  

２  消費者保護啓発チラシ １ 「松本山雅」ホームゲーム周辺の街頭啓発 

１０/３０開催 対長野パルセイロ戦 

約１,０００人配布 

２  ハタチの記念式典（旧成人式） 

１/８開催 約１,９００部配布 
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【消費者教育】 

１  専門相談員による出前講座の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  消費生活講座「賢い消費者になるために」の開催 

《出前講座》  

・６/６   下立田老人クラブ（１２人参加） 

・６/２２  社会福祉士連絡会（１８人参加） 

・７/１４  松原第一町会いきいきクラブ 

     （９人参加） 

・７/２５  ＪＡ松本ハイランド組合島内支所 

女性部（１８人参加） 

・１０/１４ 奈川地区福祉ひろば事業推進協議   

会(１８人参加) 

 

２ 若年者への出前教室の開催 

 

 

若年者（中学生）への出前教室 

1  開成中学校 

    １０/２１～計４回開催（クラスごと開催） 

    対象は中学３年生生徒９５人 

    内容は①中学校も消費者であることから、今、消 

費者として気を付けること。 

②成人年齢到達目前に控えて、大人の消 

費者としての心構え等。 

2  旭町中学校 

    １１/１５に開催。 

    対象は中学２年生生徒１０４人（一斉開催） 

    内容は、開成中学校と同一。 

 

【その他】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  多重債務者無料弁護士相談会 

５/２６、６/１6実施  

  

２ 消費者被害防止のバス広告 

⑴ 車体背面広告２台、車体戸袋広告２台 

(アルピコ交通 市内主要路線） 

掲示期間 令和４年４月～令和５年３月 

⑵ 車内ポスター広告４５台 

⑶ （アルピコ交通 市内主要路線） 

掲示期間 令和５年１月～令和５年３月 
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３  消費者被害防止啓発の電車広告 

   車内サイネージ広告 

    （アルピコ交通 上高地線車内） 

設置期間 令和４年１１月～令和５年３月 

    

４ 特殊詐欺（電話でお金詐欺）被害防止啓発活動 

・４/１５  八十二銀行 寿支店前 

・６/１５  八十二銀行 南松本支店前 

・８/１５  松本信用金庫 浅間温泉支店前 

・１０/１４ イオン南松本店前 

・１２/１５ イトーヨーカドー南松本店前 
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賢い消費者になりましょう 

 松本市消費生活センターでは日常生活の中で遭遇する悪質商法や、消費生活上の事故被害を未
然に防ぐための情報をお伝えしています。 
 
●傘の扱いに気を付けて 
梅雨になり、傘を使う機会が増えました。安全に使って傘での事故を防ぎましょう。 
①傘を閉じて持ち歩くとき 
傘を横にして持たない。後ろの人に傘の先が当たります。特に昇りの階段では後ろの人の目

や顔を突くことがあります。 
②傘を開くとき 
目の高さで開かない。目の高さで開くと露先で自分の目を傷つけることがあります。周りを

よく見て傘は斜め下に向けてゆっくり開きましょう。 
③傘をさしているとき傘をくるくる回さない。 
周りの人に傘がぶつかったり、周りの人に水滴が飛んで迷惑です。また、傘を回すと手元な

どに遠心力が掛かり、傘の傷みの原因にもなります。 
 

●長期間にわたる契約は慎重に。 

独立行政法人国民生活センター（東京）が「脱毛エステの通い放題コースなどでの中途解
約・精算トラブルに注意」と呼びかけています。 
いわゆる「エステティック」契約は、①期間が１か月超（期間要件）かつ、②金額が５万円

超（金額要件）の２つの条件を同時に満たすとき、特定商取引法によりクーリング・オフ（契
約書面受領日を含めて８日以内に通知をしての無条件解約）が可能です。中途解約時の精算ル

ールも法定されています。 
エステ契約のように長期間にわたる契約は、その期間通える時間があるのか、支払い続けら

れるのかなど、慎重に判断しましょう。契約前に、中途解約時の精算方法を確認しましょう。
「通い放題」とあっても、契約書で回数制限を設けていることもあります。言葉のイメージで
の思い込みはやめましょう。 
 

●成年年齢が１８歳に引き下げになりました。契約には責任が伴います。 
４月１日から、成年年齢が１８歳に引き下げになりました。すでに１８歳や１９歳の人も成

年です。「脱毛エステ」や「痩身エステ」など美容に関する契約をはじめ、成年になると自分一
人で様々な契約が出来ます。（飲酒、喫煙、公営ギャンブルなどの投票券の購入はこれまでと同

じ２０歳） 
今まで、１８歳・１９歳は親など法定代理人の同意のない契約は「未成年者取り消し」が出

来ました。これからは１８歳・１９歳は成年なので「未成年者取り消し」が出来ません。高校
生であっても１８歳であれば、その契約に責任を負います。 
 
日常生活の契約でおかしいな？、困ったな！と思ったら一人で判断せず、まずは消費生活セ

ンターにご相談ください。 
 

 暮らしの相談窓口 
消費者ホットライン ☎１８８ 
松本市消費生活センター（松本市役所内）☎０２６３－３６-８８３２  
  

お問い合わせ  

市民相談課 ０２６３-３４-３３０７ 

松本市消費生活センター（松本市役所内）０２６３－３６－８８３２ 
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消費者被害防止のバス広告 

 

 

後部広告 

（成年年齢引き下げ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

後部広告 

（定期購入） 
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消費者被害防止のバス広告 

 

 

戸袋広告 

（成年年齢引き下げ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戸袋広告 

（クーリングオフ） 
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消費者被害防止のバス広告 

 

 

車内ポスター 

（成年年齢引き下げ） 
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 消費者被害防止の電車広告（車内動画） 

 

①                   ② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③                   ⓸ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑤                   ⑥ 
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○○○○様　○○○○○○動画絵コンテ

2022/10/12　

シーン
No.

時間
（秒）

画面 内容

1

内容説明

2

3

4

5

1

文字
「ひとりで悩まず　すぐ電話」

上からの光がアルプちゃんを照らす。
アルプちゃん復活。

松本市市民相談課様　上高地線デジタル広告用動画

文字飛び出す
「迫りくる！消費者トラブル」

アルプちゃん下から出てくる1

3

2

2

2022/10/17

文字
「消費者トラブルで困ったら？」

吹き出し文字が次々と現れ、
画面を埋め尽くす
「詐欺的定期購入」
「フィッシング」
「成年年齢引き下げ」
「開運商法」
「あやしい副業」
「催眠商法」
「点検商法」
「押買い」
「高額エステ」
「ネットショッピング」

アルプちゃん押しつぶされていく

01

5

消費者トラブル

迫りくる！消費者トラブル

ひとりで悩まず

すぐ電話！

消費者トラブルで困ったら？

消費者トラブル

詐欺的
定期購入

フィッシング

詐欺的
定期購入

あやしい
副業

フィッシング
成年年齢
引き下げ開運商法

催眠商法点検商法

Administrator
テキストボックス
26



○○○○様　○○○○○○動画絵コンテ

2022/10/12　

シーン
No.

時間
（秒）

画面 内容

1

内容説明

2

3

4

5

1

松本市市民相談課様　上高地線デジタル広告用動画

文字
「消費者トラブルの相談は」
「消費者ホットライン 局番なしの 188」
「松本市消費生活センター 0263-36-8832」

文字
「成年年齢引き下げ」
「20歳　→　18 歳に！」

文字
真ん中から場面転換（円のズーム）
「ところで」

文字
「高校生・大学生も
他人事ではありません !
18 歳から大人です !」

02

3

1

1

2

2022/10/17

8

7

6

消費者トラブルの相談は
消費者ホットライン188
松本市消費生活センター
0263-36-8832

局番なしの

!

消費者トラブルの相談は

18歳から
 大人です !

高校生・大学生
も

他人事ではあり
ません！

消費者ホットライン188
松本市消費生活センター
0263-36-8832

局番なしの

成年年齢引き下げ

ところで

20歳 18歳に!
!
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別  冊 ２ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出前教室（消費者教育）の報告について 



1 

 

開成中学校消費者教育出前教室 

実施日 １０月２１日（金）  ８時４５分～ ９時３０分（４５分） ３年４組 2８人  

１０月２４日（月）  ９時５０分～１０時４０分（５０分） ３年１組 ２９人 

１０月２７日（木） １３時４０分～１４時３０分（５０分） ３年３組 ２８人 

１１月  ２日（金）  ９時５０分～１０時４０分（５０分） ３年２組 2９人 

 

会 場 開成中学校被服室 

 

４４分 主な学習活動など 内容等 

導入 

５分 

学習テーマ 消費者トラブルとその対策 

１ 概論 １ 先生 

消 費

生 活

セ ン

タ ー

導入 

６分 

２ 消費者トラブル事例の紹介 ６分 

  

 

２ 相談員 

(1) 自己紹介兼消費生

活センターについて  

(2) 通信販売について、

定期購入について 

展開 

１５分 

 

 

 

 

 

 

 

10分 

 

課題 広告や宣伝についてトラブルになりそうなことをグループで考える 

３ グループごとに考える 

（1）導入 ２分 

（2）グループワーク  1３分 

ア 商品が届かないサイトについて説明 

３分 

イ グループごとにこのサイトのどこに問題

点があるのか話し合い紙に書く 

 1０分         

４ 発表と解説 

 

３ 相談員 

（1）導入 

（2）グループワーク 

 

 

  

 

 

４ 相談員 

解説 

まとめ 

８分 

 

５ 消費生活で大切なこと、中学生でもできるこ

と ３分 

 

 

 

６ 感想記入・発表 5分 

５ 相談員 

消費生活を送る上で大 

切な事、一人で悩まな

い、１８８の紹介。 

 

６ 先生 



2 

 

 



令和4年度

開成中学校出前教室
～消費者トラブルとその対策～

松本市消費生活センター

1



消費者トラブルとその対策

１ 消費生活センター

２ 消費者トラブル事例

３ グループワーク：商品が届かない通販サイト

2



3

何度も
スクロール
しないと全体が
見えない

契約の内容や
条件が小さくて
見ずらい

カウントダウン
で焦らせる



３ 商品の届かない通販サイト

グループワーク課題

インターネット通販で財布を注文し、代金を
前払いしたが、商品は届かなかった。

・このサイトの問題点はどこか。

・その問題点は、どのようなトラブルにつな
がるのか。

4



海外業者の可能性。
交渉が外国語かもし
れない。

問題点

起こるだろうトラブル

消費者庁ホームページより

例

5

ホーム 商品一覧 返品返金について お問い合わせ

このサイトの
問題点を

探してみよう！



海外業者の可能性。
交渉が外国語かもし
れない。

問題点

起こるだろうトラブル

消費者庁ホームページより

例

6

ホーム 商品一覧 返品返金について お問い合わせ



１組

・通信販売のにはしっかにいろんな所に注意して買いたいと思った。「188」という番号これか

ら使うかもしれないので覚えておきたい。自分だけでなやまないで、親にそうだんしてかいけ

つできるようにしたい。

・消費者トラブルについて、商品サイトが正確でないところをグループで見つけることができ

たし、自分でも不明な点を見つけることができたのでよかったです。ネットで買うときは、不

明な点がないかよくサイトを見ながら買うようにしたいです。

２組

・未成年者でも消費者トラブルに合うってこと、通信販売でのトラブルについて分かりやすく

教えてもらったので、これから注意してよく確認しておかいものしたい。

・電話番号や住所があったら購入してしまいそうだったのでこれから注意していきたいと思い

ました。インターネットで買い物をしたりするのでためになって良かったです。

・ネット通信販売の怖さがわかった。〇％offということは書いてあったとしても、疑うこと

が大切だなと思いました。外国のサイトやさぎサイトに注意しながら通信販売を気をつけてい

きたいです。

・商品を買うのは、売る側も買う側も責任があると思った。誤って商品を買ってしまうことは

お金の面も人の信頼の面からも怖いことだと思った。よくネットを使うから気をつけたい！イ

ヤヤいしき！188

３組

・普段通販サイトで何か買うときに、今日グループワークをしたときのようにくわしく見たこ

とがなかったので、さぎされることがないように目を凝らしながら見ていきたいと思った。ク

ラスの人の実体験を聞けたので、やはり身近な問題なんだと思ったので、今回お話を聞いて考

えを深めることができたので、とてもよかったと思う。

・インターネットでの買い物の恐ろしさ。消費生活センターに相談すること。

４組

・話すことなどを分かりやすくまとめてあり、聞いている人と共感させることを意識して話し

てくれていて、共感できたし、改めて気を付けることが出来そうだった。

・自分の班じゃ気づかなかったところを他の班の人が言っていてそういうところも怪しいんだ

なと思った。気をつけていきたいと思った。

・1つのサイトでも、見るべき所が沢山あるとわかりました。買う時もしっかり親に相談した

いと思いました。もしなにかあったときは、あまり抱えこまないようにしたいです。

今日の教室で、わかったことや感じたことをお書きください。

(原文のまま抜粋)



1 

 

松本市立旭町中学校消費者教育出前教室 

 

実施日 １１月１５日（火）  ８時４５分～９時３５分（５０分） ２年生１０４名  

 

会 場 旭町中学校体育館 

 

50分 主な学習活動など 内容等 

導入 

５分 

学習テーマ 消費者トラブルとその対策 

１ はじめに １ 先生 

消 費

生 活

セ ン

タ ー

導入 

１4分 

２ 消費者トラブル事例の紹介 １4分 

(１) 自己紹介兼消費生活センターについて 

    １２分 

(２) クラスＴシャツの件 ２分 

 

２ 相談員 

(1) 自己紹介兼消費生

活センターについて  

(2) クラスＴシャツの件 

展開 

26分 

７分 

 

 

4分 

 

１５分 

課題 広告や宣伝についてトラブルになりそうなことを考える 

３ ワークショップ ２６分 

（1） 商品が届かないサイトについて説明 ４分 

考え方の提示 ３分 

 

（２） 各自このサイトのどこに問題点があるのか 

考え紙に書く ４分  

（３） 発表と解説 １５分 

３ 相談員 

（1）説明 

 

 

（2）シンキングタイム 

 

（３）発表と解説 

まとめ 

５分 

 

４ 消費生活で大切なこと ２分 

 

 

 

５ おわりに ３分 

４ 相談員 

一人で悩まない、１８８の

紹介。 

 

5先生 

 

 

 

 

 

 



令和4年度

旭町中学校出前教室
～消費者トラブルとその対策～

松本市消費生活センター
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消費者トラブルとその対策

１ 消費生活センター

２ COOLな中学生宣言

３ 消費者トラブル事例

４ ワークショップ：商品が届かない通販サイト

2



消費者トラブルとその対策

3

２ ＣＯＯＬな中学生宣言



消費者トラブルとその対策

２ ＣＯＯＬな中学生宣言 2ページ

4



消費者トラブルとその対策

２ ＣＯＯＬな中学生宣言 ３ページ

5



消費者トラブルとその対策

２ ＣＯＯＬな中学生宣言 ８ページ

6



消費者トラブルとその対策

２ ＣＯＯＬな中学生宣言 １１ページ

7



消費者トラブルとその対策

３ 消費者トラブル事例

8



海外業者の可能性。
交渉が外国語かもし
れない。

問題点

起こるだろうトラブル

消費者庁ホームページより

例

9

ホーム 商品一覧 返品返金について お問い合わせ

このサイトの
問題点を

探してみよう！



海外業者の可能性。
交渉が外国語かもし
れない。

問題点

起こるだろうトラブル

消費者庁ホームページより

例

10

ホーム 商品一覧 返品返金について お問い合わせ



 松本市消費生活センター 

 

 

 
 

① URLが不自然 

ショップの名前がサイトのアドレスと違い統一性がなく、このお店の正しい 

情報がわかりません。 

 

② 住所が番地まで記載されていない 

手紙を出しても届きません。このお店が存在するのかも疑わしいです。 
 

③ 電話番号がなく、連絡先が Eメールしかない 

お店と直接話し合いができません。Ｅメールだけだと、返信が来ない場合、 

交渉ができません。 
 

④ 字体（フォント）に通常使用されない旧字体が混じっている 

  海外の会社や海外の人が運営している可能性が高く、トラブルがおきたとき 

外国語で交渉することになるかもしれません。 
 

⑤ 極端に値引きされている 

粗悪品が届いたり、商品が届かないことが多いです。 
 

⑥ 支払方法が銀行振込のみ 

商品が届く前に銀行振り込みをすると、商品が届かず、お金だけ取られてし 

まう可能性もあります。 
 

⑦ 機械翻訳したような不自然な日本語表記がある 

  外国語でお店と交渉したり、相手の所在がわからず連絡がつかなくなる可能性

があります。 

消費者庁ホームページより 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑦ 

⑥ 


